
民
政
移
管
後
の
経
済
成
長
は

高
水
準
が
続
く

　

約
50
年
に
わ
た
り
軍
事
政
権
が
続

い
た
ミ
ャ
ン
マ
ー
で
は
、
２
０
１
１

年
３
月
の
民
政
移
管
を
き
っ
か
け
に

国
際
社
会
へ
の
復
帰
が
始
ま
っ
た
。

欧
米
諸
国
に
よ
る
経
済
制
裁
の
段
階

的
緩
和
等
が
進
み
、
あ
わ
せ
て
政
府

の
経
済
改
革
や
対
外
開
放
等
の
取
組

み
が
実
を
結
び
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
経
済

は
お
お
む
ね
順
調
に
成
長
を
続
け
て

い
る
。
ア
ウ
ン
サ
ン
ス
ー
チ
ー
氏
率

い
る
国
民
民
主
連
盟
（
Ｎ
Ｌ
Ｄ
）
主

導
の
現
体
制
に
転
換
し
た
当
初
、
様

子
見
に
よ
る
投
資
抑
制
等
で
成
長
率

は
や
や
鈍
化
し
た
が
、
民
主
化
や
経

済
開
放
の
進
展
へ
の
期
待
は
大
き
く
、

国
内
外
の
投
資
が
再
加
速
し
て
い
る
。

17
年
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
６
６
９
億
㌦
、

１
人
当
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
１
２
７
２
㌦
と
、

い
ず
れ
も
過
去
最
高
を
記
録
す
る
見

通
し
だ
。
直
近
５
年
間
の
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
成
長
率
も
、
近
隣
ア
セ
ア
ン
諸
国

の
中
で
は
ラ
オ
ス
に
次
ぐ
年
平
均
７

・
４
％
の
高
水
準
と
な
っ
て
い
る

（
図
表
１
）。

　

こ
う
し
た
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
経
済
成

長
は
、
国
内
の
建
設
投
資
や
設
備
投

資
の
増
加
に
加
え
、
外
国
か
ら
の
直

接
投
資
を
積
極
的
に
受
け
入
れ
る
こ

と
で
達
成
さ
れ
て
き
た
。
実
際
、
こ

こ
数
年
活
発
化
し
て
い
る
公
共
イ
ン

フ
ラ
、
不
動
産
、
商
業
施
設
の
建
設

・
整
備
に
は
、
国
内
企
業
と
外
資
と

の
合
弁
事
業
で
手
掛
け
ら
れ
て
い
る

案
件
が
少
な
く
な
い
。
日
本
と
の
官

民
共
同
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て

有
名
な
経
済
特
区
「
テ
ィ
ラ
ワ
工
業

団
地
」
の
例
を
見
て
も
、
日
系
に
加

え
、
他
の
ア
ジ
ア
諸
国
か
ら
も
多
く

の
外
資
企
業
が
進
出
（
ま
た
は
進
出

予
定
）
し
て
い
る
。
Ｎ
Ｌ
Ｄ
主
導
の

現
政
権
は
、
前
政
権
の
経
済
政
策
を

お
お
む
ね
継
承
す
る
と
さ
れ
て
お
り
、

積
極
的
な
外
資
導
入
を
通
じ
た
経
済

成
長
は
当
面
続
い
て
い
く
も
の
と
み

ら
れ
る
。

　

他
方
で
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
国
際
収

支
は
毎
年
赤
字
が
拡
大
す
る
傾
向
に

あ
る
。
経
済
制
裁
の
緩
和
を
受
け
た

輸
入
増
加
や
数
次
の
輸
入
規
制
緩
和

に
よ
り
、
貿
易
収
支
が
趨
勢
的
に
悪

化
し
て
い
る
た
め
だ
。
よ
っ
て
、
外

貨
準
備
の
減
少
、
自
国
通
貨
（
チ
ャ

ッ
ト
）
安
、
イ
ン
フ
レ
率
の
上
昇
と

い
っ
た
点
が
若
干
懸
念
さ
れ
る
が
、

外
資
の
旺
盛
な
直
接
投
資
の
継
続
や
、

適
切
な
金
利
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
な
ど
か

ら
深
刻
な
状
況
に
ま
で
は
陥
ら
な
い

ミ
ャ
ン
マ
ー
は
長
期
に
わ
た
る
停
滞
期
を
経
て
、
民
主
化
へ
の
移
行
と
と
も
に
高
度
経
済
成
長
を

遂
げ
て
い
る
。
今
後
の
経
済
成
長
に
向
け
、
大
き
な
カ
ギ
を
握
る
の
が
金
融
資
本
市
場
だ
。
本
稿

で
は
、
足
も
と
の
金
融
資
本
市
場
の
情
勢
や
解
消
す
べ
き
課
題
を
整
理
し
、
今
後
の
経
済
発
展
や

ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
見
通
し
を
占
う
と
と
も
に
、
大
和
証
券
グ
ル
ー
プ
の
取
組
み
等
を
紹
介
す
る
。
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と
の
見
方
が
優
勢
だ
。

か
つ
て
の
銀
行
部
門
の

信
用
崩
壊
は
回
復
が
顕
著

　

ミ
ャ
ン
マ
ー
の
金
融
資
本
市
場
も
、

発
展
の
初
期
段
階
の
状
況
に
あ
る
。

金
融
深
化
の
度
合
い
を
測
る
指
標
で

あ
る
貨
幣
供
給
量
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
比
率

は
約
０
・
５
で
、
近
隣
ア
セ
ア
ン
諸

国
の
中
で
最
も
低
い
水
準
に
と
ど
ま

っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
実
体
経
済
の

活
動
に
必
要
な
資
金
が
十
分
に
行
き

渡
っ
て
い
な
い
可
能
性
を
示
し
て
い

る
。
背
景
と
し
て
、
過
去
数
次
（
１

９
６
４
年
、
85
年
、
87
年
）
に
わ
た

っ
て
断
行
さ
れ
た
廃
貨
や
、
03
年
の

銀
行
預
金
取
付
け
騒
ぎ
な
ど
の
経
緯

か
ら
、
国
民
の
貨
幣
や
銀
行
に
対
す

る
信
用
度
が
長
ら
く
低
迷
し
た
ま
ま

だ
っ
た
影
響
が
小
さ
く
な
い
。
さ
ら

に
は
、
金
や
不
動
産
と
い
っ
た
実
物

資
産
の
保
有
が
好
ま
れ
る
土
壌
が
培

わ
れ
、
通
貨
保
有
に
関
し
て
も
預
金

よ
り
現
金
で
保
蔵
す
る
こ
と
が
選
好

さ
れ
て
お
り
、
銀
行
の
信
用
創
造
が

う
ま
く
機
能
し
な
い
状
況
が
長
く
続

い
て
き
た
こ
と
も
響
い
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
こ
う
し
た
状
況
も
民
政

移
管
後
、
徐
々
に
改
善
さ
れ
つ
つ
あ

る
。
国
営
お
よ
び
民
間
銀
行
を
合
わ

せ
た
預
金
総
残
高
は
、
過
去
10
年
間

に
年
平
均
40
％
を
超
え
る
増
加
率
で

伸
長
し
、
同
時
に
貸
出
総
残
高
も
そ

れ
を
若
干
上
回
る
ペ
ー
ス
で
増
加
し

て
い
る
。
事
実
、
03
年
の
銀
行
取
付

け
騒
ぎ
以
降
、
下
落
の
一
途
を
た
ど

っ
て
い
た
預
貸
率
は
10
年
を
底
に
反

転
し
て
60
％
近
い
水
準
に
達
し
、
銀

行
の
信
用
創
造
機
能
も
顕
著
に
回
復

し
て
い
る
（
図
表
２
）。

地
場
銀
行
の
課
題
は

融
資
審
査
能
力
の
向
上

　

ミ
ャ
ン
マ
ー
現
地
の
銀
行
は
現
在
、

国
営
銀
行
４
行
、
民
間
銀
行
24
行
を

数
え
る
。
こ
の
う
ち
、
預
金
・
貸
出

残
高
の
増
加
を
背
景
に
存
在
感
が
高

ま
っ
て
い
る
の
が
、
90
年
代
以
降
に

営
業
を
開
始
し
た
民
間
銀
行
だ
。
特

に
、
カ
ン
ボ
ー
ザ
銀
行
（
Ｋ
Ｂ
Ｚ
）、

エ
ヤ
ワ
デ
ィ
銀
行
（
Ａ
Ｙ
Ａ
）、
コ

（注）　2017年は推計
（出所）　IMF World Economic Outlook Databaseから大和総研作成。

〔図表１〕 ミャンマーおよび近隣諸国の実質ＧＤＰ成長率

〔図表２〕 銀行の預金・貸出総残高と預貸率の推移

（出所）　IMF International Financial Statistics Yearbookから大和総研作成。
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ー
ポ
ラ
テ
ィ
ブ
銀
行
（
Ｃ
Ｂ
）、
ヨ

マ
銀
行
（
Ｙ
Ｏ
Ｍ
Ａ
）
等
の
代
表
的

な
銀
行
は
、
こ
こ
数
年
間
で
支
店
数

や
資
産
規
模
を
急
拡
大
さ
せ
、
モ
バ

イ
ル
バ
ン
キ
ン
グ
と
い
っ
た
近
代
的

な
サ
ー
ビ
ス
も
提
供
し
て
い
る
。

　

一
方
で
、
中
小
企
業
を
は
じ
め
融

資
先
の
財
務
情
報
の
信
頼
性
が
不
十

分
な
た
め
に
、
安
易
に
厳
格
な
担
保

要
件
を
課
し
た
り
、
融
資
期
間
を
短

期
（
最
長
１
年
）
に
限
定
し
た
り
す

る
な
ど
、
融
資
審
査
能
力
が
向
上
し

に
く
い
と
い
っ
た
銀
行
側
の
課
題
が

指
摘
で
き
る
。
政
府
は
各
種
の
措
置

を
講
じ
る
こ
と
で
こ
う
し
た
課
題
解

決
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
。
具
体
的

に
は
、
担
保
要
件
に
つ
い
て
は
14
年

よ
り
ミ
ャ
ン
マ
ー
保
険
公
社
が
手
掛

け
る
信
用
保
証
制
度
の
導
入
、
融
資

期
間
の
課
題
に
つ
い
て
は
国
際
協
力

機
構
実
施
の
ツ
ー
ス
テ
ッ
プ
ロ
ー
ン

事
業
に
お
け
る
融
資
期
間
の
延
長
な

ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
前
者
は
、
貸
倒

れ
時
点
で
の
融
資
残
高
の
60
％
を
保

証
す
る
仕
組
み
。
後
者
は
、
日
本
政

府
か
ら
ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府
に
低
利
で

供
与
さ
れ
た
円
借
款
を
原
資
に
ミ
ャ

ン
マ
ー
の
銀
行
が
中
小
企
業
向
け
に

中
長
期
融
資
を
低
利
で
提
供
す
る
も

の
だ
。
ま
た
、
現
在
80
％
を
上
限
に

設
定
さ
れ
て
い
る
預
貸
率
規
制
も
遠

く
な
い
将
来
に
緩
和
さ
れ
る
可
能
性

が
あ
る
。

　

外
国
銀
行
に
関
し
て
は
、
15
年
に

邦
銀
メ
ガ
バ
ン
ク
３
行
を
含
む
９
行
、

16
年
に
ベ
ト
ナ
ム
の
銀
行
な
ど
４
行

の
計
13
行
が
支
店
開
設
免
許
を
付
与

さ
れ
、
す
で
に
営
業
を
開
始
し
て
い

る
。
た
だ
し
、
現
時
点
で
現
地
通
貨

建
て
融
資
は
行
え
ず
、
取
引
先
も
外

国
企
業
、
内
外
合
弁
企
業
、
地
場
銀

行
の
み
に
限
定
さ
れ
る
な
ど
の
規
制

が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
足
も
と
の
業

容
範
囲
は
け
っ
し
て
広
く
な
い
が
、

近
い
将
来
、
規
制
緩
和
が
進
み
、
外

国
銀
行
に
よ
る
本
格
的
な
サ
ー
ビ
ス

提
供
が
開
始
さ
れ
る
こ
と
に
大
き
な

期
待
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。

日
本
の
全
面
支
援
で
進
む 

資
本
市
場
整
備

　

資
本
市
場
の
整
備
は
、
主
に
日
本

の
官
民
合
同
援
助
の
も
と
で
進
め
ら

れ
て
い
る
。
株
式
市
場
の
支
援
に
つ

い
て
は
、
93
年
に
ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府

と
大
和
総
研
の
間
で
締
結
し
た
「
証

券
市
場
育
成
に
係
る
覚
書
」
を
嚆
矢

と
す
る
。
そ
の
後
、
ア
ジ
ア
通
貨
危

機
勃
発
や
欧
米
諸
国
に
よ
る
経
済
制

裁
の
影
響
等
か
ら
支
援
活
動
は
長
期

に
わ
た
り
実
質
的
に
ス
ト
ッ
プ
し
て

い
た
が
、
民
政
移
管
の
機
運
が
高
ま

っ
た
10
年
ご
ろ
か
ら
協
議
が
再
開
さ

れ
た
。
12
年
５
月
に
は
ミ
ャ
ン
マ
ー

中
央
銀
行
、
東
京
証
券
取
引
所
グ
ル

ー
プ
（
現
日
本
取
引
所
グ
ル
ー
プ
）、

大
和
総
研
の
３
者
間
で
覚
書
が
締
結

さ
れ
、
証
券
取
引
所
の
設
立
支
援
を

開
始
。
そ
の
後
、
日
本
の
金
融
庁
や

財
務
総
合
政
策
研
究
所
も
加
わ
り
市

場
監
督
機
構
や
証
券
取
引
法
等
の
法

制
度
に
係
る
整
備
が
図
ら
れ
る
な
ど
、

官
民
一
体
と
な
っ
て
ミ
ャ
ン
マ
ー
の

株
式
市
場
開
設
に
向
け
た
支
援
を
進

め
て
き
た
。
そ
の
結
果
、
ヤ
ン
ゴ
ン

証
券
取
引
所
（
Ｙ
Ｓ
Ｘ
）
が
15
年
12

月
に
開
業
し
、
翌
16
年
３
月
に
は
上

場
株
式
の
取
引
が
開
始
さ
れ
た
。

　

１
号
上
場
銘
柄
で
あ
るF

irst 
M

yanm
ar Investm

ent

社
の
株
価

は
、
上
場
当
初
の
段
階
で
連
日
ス
ト

ッ
プ
高
を
記
録
。
証
券
各
社
の
店
頭

で
も
売
買
注
文
や
口
座
開
設
目
的
の

個
人
投
資
家
が
殺
到
す
る
な
ど
、
事

前
の
予
想
を
上
回
る
盛
況
ぶ
り
だ
っ

た
。
以
降
、
４
社
が
順
次
上
場
し
て

現
在
の
上
場
企
業
数
は
５
社
と
な
っ

て
い
る
。
だ
が
、
各
銘
柄
と
も
上
場

直
後
の
売
買
取
引
は
活
発
化
す
る
も

の
の
、
し
ば
ら
く
す
る
と
商
い
が
細

る
と
い
っ
た
パ
タ
ー
ン
を
繰
り
返
し

て
お
り
、
足
も
と
の
株
価
指
数
お
よ

び
売
買
代
金
は
、
取
引
開
始
当
初
に

比
べ
る
と
低
調
気
味
で
あ
る
（
図
表

３
）。
た
だ
し
、
本
年
１
月
に
上
場

し
たT

M
H

 Telecom

社
が
、
資
金

調
達
を
伴
っ
て
上
場
を
行
う
初
め
て

の
Ｉ
Ｐ
Ｏ
銘
柄
と
な
っ
た
よ
う
に
、

今
後
は
企
業
の
資
金
調
達
の
場
と
し

て
積
極
的
に
株
式
上
場
が
活
用
さ
れ

る
兆
し
も
見
え
て
き
た
。
銀
行
部
門

で
の
融
資
拡
大
に
は
ま
だ
時
間
が
か

か
り
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
企
業
の
資
金
調

達
に
株
式
市
場
が
果
た
す
役
割
は
大

き
い
。

　

債
券
市
場
に
つ
い
て
は
、
11
年
か

ら
ア
ジ
ア
債
券
市
場
育
成
イ
ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ
（
Ａ
Ｂ
Ｍ
Ｉ
＝A

sian B
ond 

M
arkets Initiative

）
が
始
ま
り
、

12
年
以
降
は
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
お
よ

び
Ｉ
Ｍ
Ｆ
か
ら
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が

派
遣
さ
れ
、
支
援
活
動
が
行
わ
れ
て

い
る
。
そ
の
成
果
と
し
て
、
15
年
１

月
に
政
府
短
期
証
券
、
16
年
９
月
に

は
中
期
国
債
（
２
年
、
３
年
、
５

年
）
の
入
札
制
度
が
開
始
さ
れ
て
い

る
。
今
後
は
、
国
債
の
流
通
市
場
整

備
と
企
業
等
の
社
債
発
行
制
度
の
設

計
な
ど
が
主
な
課
題
と
し
て
挙
げ
ら

れ
る
。
こ
う
し
た
課
題
へ
の
取
組
み
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を
重
ね
る
こ
と
で
、
徐
々
に
期
間
の

長
い
国
債
市
場
整
備
等
も
進
ん
で
い

く
だ
ろ
う
。

今
後
の
本
格
化
が
期
待
さ
れ
る 

証
券
ビ
ジ
ネ
ス

　

大
和
証
券
グ
ル
ー
プ
は
、
国
営
で

国
内
最
大
規
模
の
ミ
ャ
ン
マ
ー
経
済

銀
行
と
合
弁
で
証
券
会
社
を
設
立
し
、

現
地
に
根
差
し
た
証
券
営
業
を
行
っ

て
い
る
。
現
時
点
で
は
、
ミ
ャ
ン
マ

ー
の
一
般
投
資
家
に
対
す
る
証
券
ブ

ロ
ー
カ
レ
ッ
ジ
や
ミ
ャ
ン
マ
ー
企
業

の
株
式
上
場
等
に
関
す
る
引
受
け
・

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
な
ど
が
主
た
る
業

務
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
国
外
企
業

の
ミ
ャ
ン
マ
ー
進
出
等
に
係
る
ア
ド

バ
イ
ザ
リ
ー
な
ど
も
手
掛
け
、
近
隣

諸
国
へ
の
展
開
と
並
行
し
て
企
業
の

東
南
ア
ジ
ア
戦
略
の
相
談
に
乗
る
業

務
展
開
も
進
め
て
い
る
。
国
営
企
業

の
民
営
化
と
そ
の
先
の
上
場
と
い
う

ミ
ャ
ン
マ
ー
経
済
の
飛
躍
に
不
可
欠

な
テ
ー
マ
が
、
数
年
内
に
も
俎
上
に

載
せ
ら
れ
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

ま
た
近
い
将
来
に
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
企

業
へ
の
外
国
か
ら
の
証
券
投
資
が
解

禁
さ
れ
る
可
能
性
も
高
ま
っ
て
い
る
。

海
外
投
資
家
の
投
資
ニ
ー
ズ
に
応
え

な
が
ら
、
同
時
に
ミ
ャ
ン
マ
ー
企
業

の
資
金
調
達
を
支
援
す
る
本
格
的
な

国
際
展
開
業
務
が
よ
う
や
く
開
始
さ

れ
る
と
言
え
よ
う
。
な
お
、
グ
ル
ー

プ
内
の
大
和
総
研
も
日
本
取
引
所
グ

ル
ー
プ
と
と
も
に
ヤ
ン
ゴ
ン
証
券
取

引
所
の
運
営
サ
ポ
ー
ト
を
実
施
し
て

い
る
ほ
か
、
証
券
会
社
の
事
務
に
関

す
る
シ
ス
テ
ム
的
な
サ
ポ
ー
ト
も
実

施
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の

み
な
ら
ず
証
券
系
シ
ン
ク
タ
ン
ク
と

し
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
技
術
面
か
ら
の

資
本
市
場
整
備
支
援
が
可
能
と
な
っ

て
い
る
。

　

他
方
で
、
グ
ル
ー

プ
の
事
業
展
開
が
ス

ト
レ
ス
な
く
拡
大
し

て
い
く
た
め
に
は
、

な
に
よ
り
も
株
式
市

場
の
一
層
の
発
展
が

必
要
で
、
そ
の
た
め

に
も
ま
ず
は
上
場
企

業
の
増
加
と
投
資
家

層
の
拡
大
を
実
現
し

て
強
固
な
市
場
基
盤

を
確
立
す
る
こ
と
が

欠
か
せ
な
い
。
こ
の

点
に
つ
い
て
は
、
先

般
、
継
続
し
て
資
本

市
場
整
備
の
支
援
を

行
う
金
融
庁
や
日
本

取
引
所
グ
ル
ー
プ
と

共
同
で
「
ミ
ャ
ン
マ

ー
資
本
市
場
活
性
化

に
係
る
支
援
計
画
」

を
策
定
し
、
ミ
ャ
ン

マ
ー
政
府
に
手
交
し

て
各
種
の
具
体
的
施
策
を
提
案
し
て

い
る
。
今
後
も
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府

等
と
の
対
話
を
続
け
、
同
計
画
に
多

岐
に
わ
た
っ
て
盛
り
込
ま
れ
た
施
策

を
通
じ
て
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
資
本
市
場

の
発
展
に
向
け
た
支
援
が
継
続
さ
れ

る
こ
と
と
な
る
。

　

ミ
ャ
ン
マ
ー
に
は
、
豊
富
な
資
源

や
労
働
力
を
背
景
に
高
い
成
長
力
を

秘
め
た
企
業
が
数
多
く
、
取
引
開
始

当
初
に
見
ら
れ
た
、
投
資
意
欲
の
旺

盛
な
投
資
家
の
存
在
も
大
き
い
。
資

本
市
場
整
備
の
各
種
取
組
み
や
施
策

が
着
実
に
実
行
さ
れ
る
こ
と
で
ポ
テ

ン
シ
ャ
ル
が
開
花
し
、
ミ
ャ
ン
マ
ー

は
必
ず
や
近
隣
の
ア
セ
ア
ン
諸
国
に

も
比
肩
す
る
国
へ
と
発
展
し
て
い
こ

う
。

〔図表３〕 ヤンゴン証券取引所における株価指数および売買代金の推移

（出所）　ヤンゴン証券取引所ウェブサイトから大和総研作成。
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た
し
ろ
　
だ
い
す
け

早
稲
田
大
学
卒
。
国
内
証
券
会
社
、

外
資
系
銀
行
を
経
て
、
07
年
大
和
総

研
入
社
。
機
関
投
資
家
を
対
象
と
す

る
投
資
動
向
調
査
や
ア
ジ
ア
に
関
連

す
る
調
査
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
等

に
従
事
。
13
〜
16
年
に
は
現
地
駐
在

メ
ン
バ
ー
と
し
て
日
緬
官
民
合
同
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
ヤ
ン
ゴ
ン
証
券
取
引

所
設
立
」
を
支
援
。
米
国
公
認
会
計

士
。

金融財政事情 2018． 4． 923


